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	 E-コマースについては、数多くの先行研究がなされている。Peppers and Rogers（2000）はワン・
トゥ・ワン・マーケティングを提唱し、また Keeney（1999）は価値提案の重要性を主張している。
加えて、CRM（Levitt 1960）、関係性マーケティング（Morgan and Hunt1994）、協働型マーケティン











































	 第 7 章は本論のむすびであり、全体の内容を要約した。最後に本論の貢献点を述べ、その限界と
今後の課題についても指摘した。 
	 以上、7 つの章を通して得られる主な結論は、以下のように示される。 
	 （１）E-コマースの理論的な発展過程は「関係性から１対１関係、CRM、価値ベース、協働型」
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協働的な市場流通を目指す。③SPA 方式を通してSCM を統合的に把握し、全体最適を重要視する。 
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	 E-コマースについては、数多くの先行研究がなされている。Peppers and Rogers（2000）はワン・
トゥ・ワン・マーケティングを提示し、Keeney（1999）は価値提案の重要性を主張している。また、





























	 1970 年代から、B to B 市場ではEDI(Electronic Data Interchange:電子データ交換)の形で企業間にお
ける原材料の受発注や請求書の送付等が行われてきた。だが、EDI の利用には比較的大きなコスト
負担が必要となるため、大きな初期コストを負担できる大企業が中心的な利用者であった。近年、
相対的なコストの低いインターネットの発達により、B to B 市場における中小企業による電子商取

























取引である B to B(Business to Business)市場、企業と消費者間の取引である B to C(Business to 
Consumer)市場、消費者間の取引であるC to C(Consumer to Consumer)市場に分けることができる。
OECD(1999)による各種の調査結果の平均によると、B to B 市場はEC 全体の約 8 割を占めている。
さらに、政府機関や公共機関との取引(G to B, G to C)、あるいはPeer to Peer (P to P)への応用などもあ
げられる。また、EC が拡大するにつれて、複数間でのEC であるB to B to C の取引も現れている（中
村 2011）。このように、EC の発展につれて、ネットワークを利用して行なわれる商取引は徐々に
複雑化していく傾向が伺える。 









	 アメリカの市場調査会社 eMarketer によると、2012 年のグローバル市場における EC 総額ははじ
めて１兆ドルを超え、前年比 21.1%増であった。また、2013 年には 18.3%増の 1.3 兆ドルに達する
とも予測した。 
	 アメリカは世界最大の EC 市場であり、2012 年におけるデジタル化したショッピングの総額は
13		
3,434 億ドルであった。また中国は、総額 1,816 億ドルで第二位であった。	  
 
図表 2−1 世界のトップ５電子商取引市場の 2011~2013 年の売り上げ状況 
 
出所：eMarketer, Jan 2013 : http://www.emarketer.com. 
 
第２項	 中国における E-コマースのデータ分析	
	 中国電子商務研究中心のデータによると、2009 年から 2012 年、中国の EC 市場の平均の増加率























増である。その内、BtoB の取引額は 6.25 兆であり、前年同期比 27％増である。2012 年においてEC
は既にGDP の 15%を占めており、経済発展の新たな推進力になった。 
	 さらに 2013 年の EC 市場規模は 10.2 兆元で、前年同期比 29.9%増である。BtoB の取引額は 8.2
兆元、前年同期比 31.2%増である。2014 年は 13.4 兆元であり、前年同期比 31.4%増である。BtoB
の取引額は 10 兆元に到達し、前年同期比 21.9%である。	  
	 2015 年上半期、中国のEC 市場取引額は 7.63 兆元で、前年同期比 30.4％増である。その内、BtoB
の取引額は 5.8 兆元で、前年同期比 28.8％増である。 
中国電子商務研究中心の張周平主任は、このような市場規模の増加の傾向から見れば、中国の電
子商務は既に成熟期に入ったと分析した（中国電子商務研究中心 2015 年 09 月 24 日より）。加えて、
BtoB の取引は市場メカニズムの主導的な地位にあるとも判断した。 
	 2009年から2016年(予測)までのデータを見ると、中国のEC市場規模は増加しつつことがわかる。
具体的に、2009 年から 2016 年までの 7 年間で、中国におけるEC 市場取引額は約 6 倍に上昇した。









にある（久保田 2012）。	  
	 古くから、商取引における関係性の構築は重要視されている。中東の格言には「商人はどこの町
にも友を持つべきである」というものがある（Berry 1995,p.236; Grӧnroos 1994,p.18）。関係性マーケ
ティング（リレーションシップ・マーケティング）という考え方が、マーケティング領域に適用さ





	 Möller and Halinen (2000)はリレーションシップ・マーケティングに４つのツールがあると主張し
た。また、議論されている地域によってリレーションシップ・マーケティングの主張も異なる（Payne 
2000; Payne 1995; Coote 1994;渡辺 1997）。久保田(2012)は以上の２つの考察に基づいて、以下のよう
にリレーションシップ・マーケティングの潮流を整理した。 
 


























   図表 2-4 関係性マーケティング概念の成立 
 
出所：Gummesson, E. (1998),“Implementation requires a relationship marketing paradigm,” Journal of the Academy of Marketing Science, 
































ンによってそれぞれの異なるニーズに対応することが求められている（Peppers and Rogers 2000）。
短期的な市場シェアを目指すのではなく、顧客の生涯価値を重視し、企業が「一人の人間の人生に
どれぐらいを占めることができるか」という市場シェアを念頭においたマーケティングを展開する。 






（Peppers and Rogers 1997)。 




	 ワン・トゥ・ワンとCRM を融合した概念として、浅岡・斉藤(2008)は「新世代日本型One to One& 











	 佐久間 (2005）はPeppers and Rogers のワン・トゥ・ワン・マーケティングを批判的な視点から評










































クノロジー層（eCRM、SFA(Sales Force Automation)、ストアフロント(Store Front：次世代店舗)、コ
ールセンター）である。これらの第２層から第 4 層は絶えずに進化を続け、第１層の顧客戦略に働
きかけるものである。 





























図表 2−5 インターネット・コマースにおける手段的目的–基本的目的ネットワーク 
 















































	 Prahalad and Ramaswamy(2000)は、時間的順序にしたがって「顧客」と「コア・コンピタンス」の
変化過程を明確にした（図表 2-6、図表 2-7）。 
   図表 2-6	 顧客の発展と変化 
顧客の分類 受動的な聴衆 積極的な参加者 
説明 既定の購買グループに
対する説得 


























































出所：Prahalad, C. K., and Ramaswamy, V. (2000),“Co-opting customer competence,” Harvard Business Review, 78, (1), pp. 7より筆者
作成。 
24		
    図表 2-7	 コア・コンピタンスの変化   



























































出所：Prahalad, C. K., and Ramaswamy, V. (2000),“Co-opting customer competence,”Harvard Business Review, 78, (1), pp. 7-8より筆者
作成。 
 
























   図表 2-8 インターネット・オークション・サイトの２分類 
 
出所：野島・国領・新宅・竹田(2000)「インターネット・オークション・サイトの戦略に関する研究」 『ITME ディスカッ




























































第１項	 中国市場における競争環境   
	 劉敬文（1997）は、中国の国民収入水準や市場構造を考慮すれば、そのマーケットサイズは 2.5
億人～3.5 億人の段階にあり、しかもその大半は東部沿海地域や内陸地域の都市部に集中していると
する。1996 年からスタートした「国民経済および社会発展のための第 9 次５ヵ年計画と 2010 年ま
での長期目標」では内陸部が重視された。その目的は、東部沿海地域から始まった改革・解放によ
る地域格差の是正だといわれている。 































の対前年成長率を示した。1998 年アジアの通貨・金融危機の影響で一時的に GDP の成長率は下が
ったが、2003 年に入って再び 10％程度の成長率を示した。 




	 2000 年代に入っても、中国の経済成長は続く。2000 年、中国の GDP は 9 兆 9215 億元であり、
これは 1990 年の GDP に比べ約 2.7 倍（指数比）である。2003 年から 4 年連続で GDP の対前年成
長率は 10％を超え、2006 年には 20 兆 9406 億元と拡大し続けている。 
	 2005 年、中国のGDP は 18 兆 3867 億元であり、世界全体に占める名目GDP のシェアは 5%とな













	 消費構造の特徴では、都市部と農村部の異なる消費動向が注目に値する。図表 3−4 から分かるよ








































第 10 次 5 ヵ年計画によって、高速道路では「五縦七横」というインフラ整備・建設目標が立てられ
た。そのプロジェクトによって、東西 7 本の線、南北 5 本の線が建設される。長さは 3 万 5 キロ、
200 以上の都市を連結させ、全国人口の 60％を占める約 6 億の人口を覆うものとなる（中国国家高
速公路網ホームページより）。	  









































	 それにもかかわらず、中国市場における小売業界の年間売上高は、1990 年代初めの 1000 億ドル
から 2008 年末には 1 兆 6000 億ドル超と 15 倍以上に拡大した事実がある（中国国家統計局 2009）。
2008 年の売上高は、同時期の米国の売上高の約３分の１にのぼっており、その傾向は今後も続くと
予想される（国勢調査局 2009）。 







	 1990 年代以降、特に 2000 年代初期以降は、中国市場において多様な製品の販売量が急成長した。
その代表例として、Edward Tse(2010)は携帯電話加入数、住宅ローン融資残高、セダン車販売台数、
という３つの異なる業種を挙げた。 
	 中国の携帯電話加入者数は 1990 年代末の 4300 万人から、2007 年の 5 億人と 10 倍に膨らみ、2009























	 その後、10 年間で販売された住宅の床面積は、8000 万平方メートルから 7 億平方メートルまで





年間販売台数を見ると、1990 年代末は 50 万台前後であったものが、2008 年には 900 万台を超えた。






















第１項	 面子消費 -Li and Su（2007） 
	 面子消費は、個人が消費活動を通して、自分の面子を高め、維持しあるいは挽回し、並びに他者
に対して尊敬を払う動機づけのプロセスであると定義されている(Li and Su, 2007, p. 242)。 
	 Li and Su（2007）は、中国と米国の消費者に対する比較研究を行い、面子消費という概念を提示
し、それについて３つの特徴を挙げた。それは、①義務としての消費（obligation）、②差別化の手段
としての消費(distinctiveness)、③ 他者志向(other orientation) のための消費である。 
	 義務としての消費とは、中国人は面子の社会的意味合いから面子を維持あるいは挽回せざるをえ






































	 80 后の「后」は、日本語の「後」に相当し、80 年代に生まれた若者を指す言葉である。中華人民
共和国国家統計局の第６回人口調査（2010 年版）の統計をもとに推計すると、現在 80 后は約 2 億
1932 万人いるとみられ、全人口の約 16.46％を占めている。この 80 后は、現代中国市場の中核的な
消費者といわれている。 
	 小野田らは、リアルタイムに広範囲での調査実施を可能にする「Web アンケート」を用いて、原





図表 3-8	 四族モデル 
 
出所：原田曜平・余蓮（2009）:『中国新人類・八〇后が日本経済の救世主になる!』洋泉社, pp.3. 
    
図表 3-9	 新四族モデル 
 
出所：小野田哲弥・欧陽菲・趙晋茹 (2014)「中国 “80 后” 消費者意識調査に基づく新四族モデルの構築と検証」『産業能率

































































図表 3-10	 3 業界の売上推計（単位：兆円）(ネットショッピング、百貨店、チェーンストア) 
 
出所：長島広太（2010）「サービス品質における他者経験属性-ネットショッピングのトラブルを事例として」『東洋大学経営
学部経営論集』, 76, pp.46. 
 
	 この図表から、日本では 2006 年からネットショッピングの比率が向上し続けていることがわかる。





















































図表 3-11	 商品別布置図 
 
出所：渡部和雄・岩崎邦彦（2010）「ネット購買における消費者意識にもとづく商品類型化」『東京都市大学環境情報学部紀
















	 Forsythe and Shi(2003) は、オンライン購入への抵抗をクレジットカード問題やプライバシー問題



































































第１項  製品・小売ブランドの形成（1950 年代～1980 年代） 




































出していた。	 	  

































V = FC 
	 一方、「イクシーズ」も価格設定のため次のような公式を作った。 




































第２項  国際化と SPA の登場（1980 年代～2000 年代） 


























	 1980 年代以来のアパレル産業におけるもう１つ大きな特徴は「SPA 企業の登場」である。そもそ
もアパレル企業の小売事業への進出は、SPA 企業が登場する以前からすでに行なわれていた。その











	 日本では前項から分かるように、1950 年代〜1980 年代においてすでにアパレルメーカーの小売へ







	 SPA モデルは、英語で「Specialty Store Retailer of Private Label Apparel」といい、製造小売アパレル
を意味する。つまり、１つの企業が商品の企画・開発、素材調達、製造、物流、販売を一貫して手


















































































































	 SCM については、様々な先行研究が行われている。Pagh and Cooper (1998)は、延期・投機戦略を
提出した。生産とロジスティクスについてそれぞれ投機・延期に分類し、４つの戦略にまとめた。 
 
  図表 4-1 延期・投機マトリックスとサプライチェーン戦略の類型 














出所：Pagh, J. D., & Martha, C. C. (1998). Supply chain postponement and speculation strategies: How to choose the right strategy. Journal 



























	 一方、Fisher(1997)は、製品の類型による SC タイプの選択枠組みを提出した。具体的に、すべて
の商品はその需要パターンを軸に分類した場合、「機能的商品」か「革新的商品」のいずれかのタイ
プに該当し、それぞれの商品タイプごとに「物理的効率重視型SC」と「市場対応型SC」とを適合
させることがSC の成果を向上させると主張している。Fisher は製品の特徴・種類とSC の類型との
マッチングを重要視しており、彼による最適な SC タイプ選択のフレームワークは図表 4-2 のよう
である。 
 
図表 4-2	 最適な SC タイプ選択のフレームワーク Fisher(1997) 
 機能的商品 革新的商品 
効率重視型SC 適合 不適合 
市場対応型SC 不適合 適合 


















	 これらのフレームワークは、企業が商品の類型を見極めた上で、それに対応する SC タイプを選
択することがより有効であることを示唆している。 




























ン、サイズ、カラーの製品を生産できる能力」のことである (Vickery et al. 1997)。また、数量柔軟
性とは「顧客の需要に応じて生産量を効果的に増減できる能力」(Vickery et al. 1999) を意味する。
従って、製品仕様変更の柔軟性とは、SC が恣意的に製品仕様の構成要素（デザイン、部品・資材、
その他の周辺仕様)と製品の数量を変更できる能力を意味する概念である（崔・藤岡 2006）。 















1980 年代までに製品・小売ブランドが形成され、1980 年代から 2000 年代まではアパレル業界の国























	 また鈴木（2015）によると、日本企業のアジア進出は、1980 年代前半まではアジアNIES を中心
としたが、1980 年代後半以降はASEAN４と中国に移行した。2000 年代以降は中国への進出が顕著
であり、アジアの中でも近年とくに中国が、日本企業の主要な進出先となった。 
	 具体的にアジア市場をみると、ほとんどの国の１人当たり GDP は 1991 年から 2012 年までのお







明確になる。英ユーロモニターによると、2013 年の中国の衣料品市場は 23 兆円の見通しであった。
その数字は、日本の約 9 兆円を上回り、アメリカ（29 兆円）に次ぐ世界第 2 位の規模を誇る。海外
現地法人データである『海外企業進出総覧（各年版）』によって、日本の繊維・アパレル企業の現地
法人数をみると、中国は 2002 年に 294 社（全世界 515 社の 57.1％を占める）であり、2012 年は 247
































とって有利な進出先となった。このような変化は 1980 年代後半から今までのおおよそ 20 年間の活


























し、次のような公式を出した。 𝑆1 = 𝑎11 ∗ 𝑌1 + 𝑎12 ∗ 𝑌2 𝑆2 = 𝑎21 ∗ 𝑌1 + 𝑎22 ∗ 𝑌2 
	 ここで、S1 はアメリカ企業の総売上高、S2 はヨーロッパ企業の総売上高、Y1 はアメリカ市場規




アは大きく、ヨーロッパ企業のヨーロッパにおける市場シェアが大きい（a11 と a22 が絶対的に大












































ルは図表 4-4 のように示される。 
 
図表 4-4	 株式会社ハニーズのビジネスモデル 
 
出所： 鞠雪丹(2015) 「中国における日系アパレル企業のビジネスモデル－ハニーズの事例を中心に」 『商大ビジネスレビ
ュー』（兵庫県立大学大学院経営研究科）, 4(3), pp.72. 
 






































































を整理した上で、日系アパレル企業の成功要因を分析した。1950 年代から 1980 年代までの製品・





































ユニクロ事業、国内関連事業、海外ユニクロ事業、グローバルブランド事業 の 4 つに分けることが
できる。図表 5−1、5-2、5-3 は、ファーストリテイリング及びユニクロの売上高と店舗数の推移を
示したものである。 




図表 5−2	 ユニクロの売上高と店舗数の推移（1998〜2010）単位：10 億円 
 
出所：Choi, E. K.(2011). The rise of UNIQLO: Leading paradigm change in fashion business and distribution in Japan. Entreprises et 
Histoire, 64, pp.100. 
 
図表 5−3	 ユニクロ売上高と営業利益の推移（1998〜2010）単位：10 億円 
 
出所：Choi, E. K.(2011). The rise of UNIQLO: Leading paradigm change in fashion business and distribution in Japan. Entreprises et 




に高いスピードで増加し、特に 2001 年のピークと 2007 年から 2011 年までの持続的な増加は注目に




	 2015 年 8 月期（2014 年 9 月〜2015 年 8 月まで）ファーストリテイリング社の売上高は 1 兆 6817
億円(前期比 21.6%増)である。その中で国内ユニクロの売上高は 7801 億円（前期比 9%増）である。
海外ユニクロ事業の売上高 6036 億円（同 45.9％増）で、営業利益は 433 億円（同 31.6％増）である。
海外事業における中国における売上高は 3044 億円（同 46.3％増）、営業利益 386 億円（同 66.1％増）
である。2015 年 8 月 31 日現在ユニクロの国内の店舗数は 841 店であり（直営店 811 店、フランチ
ャイズ店 30 店）、海外の店舗数は 798 店である。合計でユニクロの全世界における店舗数は 1639
店舗である。 
	 E-コマース事業に関して、2012 年 8 月期、ユニクロの国内事業におけるE-コマースビジネスの売
上高は 206 億円（売上構成比率 3.3%）であり、2013 年 8 月期の同売上高は 242 億円（同 3.5%）に
なった。さらに 2014 年 8 月期の同売上高は 255 億 4700 万円（同 3.6％）である。このように近年、
国内ユニクロのE-コマース事業は右肩上がりを続けていることが分かる。日本国内のほか、ユニク
ロのE-コマース事業は中国、韓国、米国などの海外でも展開されている。 
	 2015 年 10 月の決算発表で、同社社長は「グローバル（国内外事業合計）でE-コマース事業を大
幅に拡大していく。現在の売り上げ比率は約５％だが、将来的には 30～50%までにしたい」と語っ














図表 5−4	 ユニクロの成長段階分析（１） 
 時間（年） 特徴 
第１段階 1984~1997 カジュアルチェーンの時代 
第2段階 1998~2000 ブランドの確立 
第3段階 2001~2008 国際展開及び多ブランド化、多角化 
第4段階 2009~現在 ネット通販事業の展開 
出所：李雪（2014）より筆者作成。 
 
図表 5-5 ユニクロの成長段階分析（２） 



















































	 1990 年、自主生産の効果があまり良くないため、ユニクロはOEM 調達の方式を選んだ。1991 年、
早い小売業を意味する「ファーストリテイリング」に社名変更するとともに、柳井は３年で 100 店













（２）第２段階	 ブランドの確立（1998 年〜2000 年） 
	 ユニクロに本当の転機を与えたのは、1998 年に業務プロセスの再編（ABC 改革）と商社との戦
略的に取り組んだ商品開発が効果を発揮したときである。 












	 1997 年までのフリースの売上は年間 80 万点程だったが、98 年は 200 万枚、99 年は 850 万枚、2000
年は 2600 万枚までになった。また、フリースブームによって顧客の来店が増加し、他の商品の売上















（３）第３段階	 国際展開及び多ブランド化、多角化（2001 年〜2008 年） 
	 柳井は、売上高が 3000 億円を達成したら海外市場に本格的に進出すると表明した。その目標はフ

























中心だった。しかし、この食品事業からは 2004 年撤退し、20 数億円の損失が出た。 
	 実際のところ、2002 年から 2003 年、フリースブームの反動と新製品投入の欠如が主な原因で、
ユニクロは売上げ減に直面した。2002 年ユニクロの売上高は 3416 億円で、経常利益は 547 億円で
あった。2001 年に比べ大幅な収益減が見られる。しかし、ユニクロは米国の GAP をベンチマーク
とし、その危機を機会へと転換した。具体な施策としては、①生産調整、在庫管理、ロジスティク
スの精度の向上、②第３代SPA 体制の確立、があげられる。 




GAP や LIMITED に代表されるカジュアル単品コーディネイトであり、「第２世代 SPA」は ZARA
やH&M のようなファッション性を伴うブランドだと定義している。 



























文から 5 日前後で宅配されるほか、自分が作ったものをネットコミュニティ（Twitter など）で共有
することができる。 
	 同年、ユニクロはフェイスブック上に公式ページを開設した。2011 年、ファンは全世界で 100 万
人を突破した。同年、フェイスブックと連動して、ユニクロは「UNIQLOOKS（ユニクルックス）」
というSNS 連動型サイトを開発し、世界各国からユニクロの衣料を自分流に着こなした画像が投稿
できるようになった。同年の 9 月には交流サイトのミクシィに公式サイトを設け、動画投稿サイト
のユーチューブ（YOU TUBE）でも同社のテレビCM が流した。以上のようなネットでの様々な行
動はユニクロのブランド認知を向上させた。 
	 2012年、ユニクロはスマートフォン（スマホ）向けアプリを開発し、クーポン配布や情報促進に
重点を置いた。翌年、ユニクロは「UNIQLOアプリ」を変革する。新たなアプリは「スタイルディ
クショナリ」を導入し、各季節にあわせてコーディネーションの提案を中心とした。また「みんな
でつくる、みんなのユニクロ」というネット上のコミュニティサイトを開設し、顧客の交流の場を
設けてSNSファンを育てはじめた。その結果、2013年、ユニクロのモバイル会員（携帯電話のメル
マガとアプリ利用者の合計）は１千万人を超えた。 
	 ユニクロはE-コマースの発展とともに、インフラや情報技術の強化を絶えず行なっている。以下
は、近年におけるユニクロの動きである。 
	 物流面において、ユニクロは大和ハウス工業と協力し、ネット通販商品の即日配送などを可能に
する物流施設の整備を進めている。2016 年には、日本国内において最大級の物流施設が建設され、
「各地への所要時間が短縮され、首都圏全域で即日配送などのニーズに応えやすくなる（大和ハウ
ス）」という目標を達成させる。また 2015 年に、ユニクロは日本の小売最大手であるセブン＆アイ・
ホールディングスと業務提携を締結した。その狙いとして、セブン＆アイはオムニチャネル戦略を
採用し、新たなブランドを開発することができるようになり、ユニクロはネット通販で注文した商
品が身近なコンビニで受け取ることができるようになる。さらに、ユニクロはセブン＆アイの海外
店舗や物流網に着目しており、海外においても双方の連携を深める予定である。 
	 情報面では、コンサルティング大手企業のアクセンチュアと連携し、新たな情報システムを作る。
新たな情報システムは、商品の企画・生産から物流、販売までのSPA のすべてのプロセスをネット
で連携させ、開発時間の短縮、情報予測の正確さなどを高める効果がある。 
